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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　巻回部を有するコイルと、前記巻回部の内部に配置される内側コア部および前記巻回部
の外側に配置される外側コア部を有する磁性コアと、を備えるリアクトルであって、
　前記内側コア部の端部に固定され、前記巻回部の端面と前記外側コア部との間に介在さ
れる端部ボビンと、
　前記外側コア部と前記端部ボビンとを一体化する外側樹脂モールド部と、を備え、
　前記端部ボビンには、前記外側樹脂モールド部に埋設され、前記外側樹脂モールド部の
抜けを抑制する抜け止め形状を有する抜け止め部が形成されており、
　前記抜け止め部の抜け止め形状が屈曲部を有する形状であるリアクトル。
【請求項２】
　前記コイルは、並列に配置される一対の前記巻回部を有し、
　前記磁性コアは、各巻回部の内部に配置される一対の前記内側コア部と、これら内側コ
ア部の両端に接続される一対の前記外側コア部とを有する環状のコアであり、
　一対の前記巻回部の各端面と各外側コア部との間に前記端部ボビンがそれぞれ介在され
、
　一方の前記内側コア部の端部に、一方の前記端部ボビンが樹脂モールドによって一体成
形されている一対のコア部品を備える請求項１に記載のリアクトル。
【請求項３】
　前記巻回部の外周面に装着される外側ボビンを備え、
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　前記外側ボビンには、前記端部ボビンに係合するための係合突起が形成されている請求
項１又は請求項２に記載のリアクトル。
【請求項４】
　前記端部ボビンには、前記係合突起が嵌め込まれる係合孔が形成されている請求項３に
記載のリアクトル。
【請求項５】
　前記係合突起は、前記外側ボビン側から前記係合孔に挿入され、その先端側が前記端部
ボビンの反対側から突出すると共に前記外側樹脂モールド部に埋設されており、その先端
側に前記外側樹脂モールド部の抜けを抑制する抜け止め形状を有する請求項４に記載のリ
アクトル。
【請求項６】
　前記内側コア部の両端に接続される一対の前記外側コア部と、
　前記内側コア部の各端部に配置される一対の前記端部ボビンと、
　各外側コア部と各端部ボビンとをそれぞれ一体化する２つの前記外側樹脂モールド部と
、を備え、
　前記両外側樹脂モールド部は、個々に形成されており、互いに一体に形成されていない
請求項１から請求項５のいずれか１項に記載のリアクトル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハイブリッド自動車などの電動車両に搭載される車載用ＤＣ－ＤＣコンバー
タや電力変換装置の構成部品などに利用されるリアクトルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　リアクトルやモータといった、巻線を巻回してなる巻回部を有するコイルと、一部がそ
の巻回部の内部に配置される磁性コアと、を備える磁性部品が種々の分野で利用されてい
る。そのような磁性部品として、例えば特許文献１～３には、ハイブリッド自動車といっ
た電動車両に載置されるコンバータの回路部品に利用されるリアクトルが開示されている
。
【０００３】
　従来のリアクトルの一例として、コイルと、磁性コアと、端部ボビンとを備える構成が
提案されている（特許文献１の図６（枠状ボビン６２）など、特許文献２の図３（サイド
ボビン４４ａ，４４ｂ）などを参照）。一般的に、コイルや磁性コアには、一対の巻回部
を有するコイルや、各巻回部の内部に配置される一対の内側コア部および各巻回部の外側
に配置される一対の外側コア部を有する環状の磁性コアが利用されている。通常、内側コ
ア部と外側コア部とは接着剤で接合される（特許文献３の段落００５０，段落００７２な
どを参照）。また、端部ボビンは、内側コア部の端部に配置され、巻回部の端面と外側コ
ア部との間に介在されることによって、内側コア部と外側コア部とを位置決めしたり、巻
回部と外側コア部との絶縁を確保したりするために設けられる。特許文献２（段落００４
６を参照）では、端部ボビン（サイドボビン）に外側コア部を接着や嵌着などによって配
置している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１３－１３５１９１号公報
【特許文献２】特開２０１３－８４７６７号公報
【特許文献３】特開２０１１－１９９２３８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　例えば、上述した特許文献２に記載された従来のリアクトルでは、端部ボビンに外側コ
ア部を接着や嵌着することによって、環状の磁性コアを形成して、リアクトルを製造する
ことが提案されている。しかし、端部ボビンにおける外側コア部との接合面は平面であり
、接着では接合強度が不十分になることも考えられ、最悪の場合には端部ボビンから外側
コア部が脱落する虞がある。また、嵌着の場合も、接着と同様に接合強度が不十分になる
虞がある。そのため、内側コア部の端部に端部ボビンを固定すると共に端部ボビンに外側
コア部を組み付けて、端部ボビンによって内側コア部と外側コア部とを位置決め固定した
とき、外側コア部と端部ボビンとの接合強度が不十分な場合は、内側コア部と外側コア部
との接続が不十分になる虞がある。したがって、外側コア部と端部ボビンとを強固に一体
化でき、外側コア部と内側コア部との接続をより強固にできる構成が望まれる。
【０００６】
　本発明は上記事情に鑑みてなされたものであり、その目的の一つは、外側コア部と端部
ボビンとを強固に一体化でき、外側コア部と内側コア部との接続をより強固にできるリア
クトルを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一態様に係るリアクトルは、巻回部を有するコイルと、前記巻回部の内部に配
置される内側コア部および前記巻回部の外側に配置される外側コア部を有する磁性コアと
、を備えるリアクトルであって、前記内側コア部の端部に固定され、前記巻回部の端面と
前記外側コア部との間に介在される端部ボビンと、前記外側コア部と前記端部ボビンとを
一体化する外側樹脂モールド部と、を備え、前記端部ボビンには、前記外側樹脂モールド
部に埋設され、前記外側樹脂モールド部の抜けを抑制する抜け止め形状を有する抜け止め
部が形成されているリアクトルである。
【発明の効果】
【０００８】
　上記リアクトルは、外側コア部と端部ボビンとを強固に一体化でき、外側コア部と内側
コア部との接続をより強固にできる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】実施形態１のリアクトルの概略斜視図である。
【図２】実施形態１のリアクトルに備わる組物と外側コア部の概略斜視図である。
【図３】実施形態１のリアクトルに備わる組物の概略分解斜視図である。
【図４】実施形態１のリアクトルに備わる磁性コアの概略分解斜視図である。
【図５】実施形態１のリアクトルに備わる組物の構成部材の一つであるコア部品の概略斜
視図である。
【図６】実施形態１のリアクトルに備わる組物の構成部材の一つである外側ボビンの概略
斜視図である。
【図７】外側ボビンの別の一例を説明するための概略斜視図である。
【図８】ハイブリッド自動車の電源系統を模式的に示す概略構成図である。
【図９】コンバータを備える電力変換装置の一例を示す概略回路図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　［本発明の実施形態の説明］
　最初に本発明の実施態様を列記して説明する。
【００１１】
　（１）本発明の一態様に係るリアクトルは、巻回部を有するコイルと、巻回部の内部に
配置される内側コア部および巻回部の外側に配置される外側コア部を有する磁性コアと、
を備える。また、リアクトルは、内側コア部の端部に固定され、巻回部の端面と外側コア
部との間に介在される端部ボビンと、外側コア部と端部ボビンとを一体化する外側樹脂モ
ールド部とを備える。そして、端部ボビンには、外側樹脂モールド部に埋設され、外側樹
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脂モールド部の抜けを抑制する抜け止め形状を有する抜け止め部が形成されている。
【００１２】
　上記リアクトルによれば、外側樹脂モールド部によって外側コア部と端部ボビンとを一
体化すると共に、さらに、内側コア部の端部に固定された端部ボビンにおいて外側樹脂モ
ールド部に埋設される抜け止め部が形成されている。抜け止め部の抜け止め形状によって
外側樹脂モールド部の抜けが阻止されることから、端部ボビンから外側樹脂モールド部が
抜けることを抑制でき、端部ボビンと外側樹脂モールド部との接合強度を高められる。し
たがって、外側樹脂モールド部を介して外側コア部と端部ボビンとを強固に一体化できる
ため、外側コア部と内側コア部との接続をより強固にできる。また、接着剤を用いなくて
も、外側コア部と端部ボビンとを強固に接合したり、外側コア部と内側コア部とを強固に
接続できる点で、生産性に優れる。なお、本発明では、接着剤の使用を完全に否定するも
のではなく、リアクトルの製造にあたり接着剤を補助的に使用しても構わない。
【００１３】
　（２）上記リアクトルの一例としては、上記抜け止め部の抜け止め形状が屈曲部を有す
る形状である態様が挙げられる。
【００１４】
　抜け止め部が屈曲部を有することで、外側樹脂モールド部に埋設された屈曲部が返しと
なり、外側樹脂モールド部に引っかかるため、外側樹脂モールド部が抜けること効果的に
抑制できる。したがって、端部ボビンと外側樹脂モールド部との接合強度を高めることが
でき、外側コア部と端部ボビンとが強固に一体化されるため、外側コア部と内側コア部と
がより強固に接続される。
【００１５】
　（３）上記リアクトルの一例としては、上記コイルは、並列に配置される一対の巻回部
を有し、上記磁性コアは、各巻回部の内部に配置される一対の内側コア部と、これら内側
コア部の両端に接続される一対の外側コア部とを有する環状のコアであり、一対の巻回部
の各端面と各外側コア部との間に上記端部ボビンがそれぞれ介在されている態様が挙げら
れる。そして、一方の内側コア部の端部に、一方の端部ボビンが樹脂モールドによって一
体成形されているコア部品を備える態様が挙げられる。
【００１６】
　内側コア部の端部に端部ボビンが一体成形されていることで、外側コア部をコア部品の
端部ボビンに一体化することによって、外側コア部を内側コア部に接続できる。内側コア
部の端部に端部ボビンが一体成形されていることから、端部ボビンを別途用意する必要が
なく、部品点数を削減できる他、内側コア部の端部に端部ボビンを接着剤などで固定する
作業も必要ない。また、同一形状の一対の上記コア部品を用いて環状の磁性コアを形成す
ることも可能である。この場合、一対のコア部品は同一形状の同一部品であることから、
１つの成形型で作製することができ、コストを削減できる。
【００１７】
　（４）上記リアクトルの一例としては、上記巻回部の外周面に装着される外側ボビンを
備え、外側ボビンには、上記端部ボビンに係合するための係合突起が形成されている態様
が挙げられる。
【００１８】
　外側ボビンを巻回部に装着する共に、外側ボビンを係合突起によって端部ボビンに係合
することで、係合のみによって、コイルと内側コア部と端部ボビンとを外側ボビンで一体
化させた組物を容易に作製できる。したがって、リアクトルの生産性を向上させることが
できる。さらに、外側コア部を組物の端部ボビンに一体化することによって、外側コア部
を内側コア部に接続でき、リアクトルを製造することが可能である。場合によっては、接
着剤を用いることなく組物を作製することも可能である。特に、リアクトルの全製造工程
で接着剤を使用しないことで、接着剤の保管・管理が不要になる他、接着剤を硬化せる硬
化工程も不要である。なお、接着剤の使用を完全に否定するものではなく、組物の作製に
あたり接着剤を補助的に使用しても構わない。
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【００１９】
　（５）上記リアクトルの一例としては、上記端部ボビンには、上記係合突起が嵌め込ま
れる係合孔が形成されている態様が挙げられる。
【００２０】
　外側ボビンの係合突起を端部ボビンの係合孔に嵌め込むことで、端部ボビンに対する外
側ボビンの位置決めを精度良く行うことができ、結果的に、外側ボビンが装着された巻回
部も端部ボビンに対して位置決めされる。さらに、端部ボビンは内側コア部の端部に位置
決めされた状態で固定されているので、端部ボビンと外側ボビンとの係合によって、巻回
部に対する内側コア部の位置も決まる。
【００２１】
　（６）上記リアクトルの一例としては、上記係合突起は、上記外側ボビン側から上記係
合孔に挿入され、その先端側が上記端部ボビンの反対側から突出すると共に上記外側樹脂
モールド部に埋設されており、その先端側に外側樹脂モールド部の抜けを抑制する抜け止
め形状を有する態様が挙げられる。
【００２２】
　外側ボビンの係合突起の先端側が係合孔を通って端部ボビンの反対側から突出すること
で外側樹脂モールド部に埋設されると共に、その係合突起の先端側に抜け止め形状を有す
る。係合突起の先端側の抜け止め形状によって、外側ボビンが外側樹脂モールド部に強固
に接合されることから、外側樹脂モールド部を介して端部ボビンから外側ボビンが抜ける
ことを抑制できる。また、端部ボビンから外側樹脂モールド部が抜けることも抑制できる
。
【００２３】
　［本発明の実施形態の詳細］
　本発明の実施形態に係るリアクトルの具体例を、以下に図面を参照しつつ説明する。図
中の同一符号は同一名称物を示す。なお、本発明はこれらの例示に限定されるものではな
く、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲と均等の意味および範囲内でのすべ
ての変更が含まれることが意図される。
【００２４】
　＜実施形態１＞
　≪リアクトルの全体構成≫
　図１～図６を参照して、実施形態１のリアクトル１αを説明する。図１はリアクトル１
αの概略斜視図、図２はリアクトル１αに備わる組物１と外側コア部３２の概略斜視図、
図３は組物１の概略分解斜視図、図４はリアクトル１αに備わる磁性コア３の概略分解斜
視図である。また、図５は組物１の構成部材の一つであるコア部品３Ａ，３Ｂの概略斜視
図、図６は組物１の構成部材の一つである外側ボビン４の概略斜視図である。なお、図１
においては、リアクトル１αの構成部材の一つである外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂをク
ロスハッチングで示している。
【００２５】
　図１に示す実施形態１のリアクトル１αは、従来のリアクトルと同様にコイル２と、環
状の閉磁路を形成する磁性コア３（図４を参照）とを備え、その下側（図１の紙面下側）
の面を冷却ベースなどの設置対象に接触させた状態で使用される。コイル２は、巻線を巻
回してなる一対の巻回部２Ａ，２Ｂを有する（図３も参照）。磁性コア３は、各巻回部２
Ａ，２Ｂの内部に配置される一対の内側コア部３１，３１（図３，図４を参照）と、両巻
回部２Ａ，２Ｂの外側に配置され、これら内側コア部３１，３１の両端に接続される一対
の外側コア部３２，３２（図２，図４を参照）とを有し、環状に形成される。さらに、実
施形態１のリアクトル１αは、両内側コア部３１，３１の各端部に配置され、一対の巻回
部２Ａ，２Ｂの各端面と各外側コア部３２，３２との間にそれぞれ介在される一対の端部
ボビン５，５を備えると共に、各外側コア部３２，３２と各端部ボビン５，５とを一体化
する外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂとを備える。上記端部ボビン５が、外側樹脂モールド
部６Ａ，６Ｂに埋設される位置に外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの抜けを抑制する抜け止
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め部を有する点が、従来のリアクトルとの主な相違点である。以下、リアクトル１αの構
成について詳細に説明する。
【００２６】
　（コイル）
　コイル２は、図３に示すように、一対の巻回部２Ａ，２Ｂと、両巻回部２Ａ，２Ｂを連
結する連結部２Ｒとを有する。各巻回部２Ａ，２Ｂは、互いに同一の巻数、同一の巻回方
向で中空筒状に形成され、各素子の軸方向が平行になるように並列されている。また、連
結部２Ｒは、両巻回部２Ａ，２Ｂの一端側で両巻回部２Ａ，２Ｂを繋ぐＵ字状に屈曲され
た部分である。このコイル２は、連続する１本の巻線を巻回して形成しても良いし、各巻
回部２Ａ，２Ｂを別々の巻線により形成し、各巻回部２Ａ，２Ｂの巻線の端部同士を溶接
や圧着などにより接合することで形成しても良い。
【００２７】
　各巻回部２Ａ，２Ｂは、四角筒状に形成され、その軸方向の端面形状が四角形状（長方
形状や正方形状）の角部が丸められた形状である。もちろん、巻回部２Ａ，２Ｂは、四角
筒状に限らず、他の多角筒状や円筒状に形成されていても構わない。円筒状の巻回部とは
、その端面形状が閉曲線形状（真円形状や楕円形状、レーストラック形状など）の巻回部
のことである。
【００２８】
　巻回部２Ａ，２Ｂを含むコイル２は、銅やアルミニウム、マグネシウム、あるいはその
合金といった導電性材料からなる平角線や丸線などの導体の外周に、絶縁性材料からなる
絶縁被覆を備える被覆線によって形成されている。この例では、導体が銅製の平角線から
なり、絶縁被覆がエナメル（代表的にはポリアミドイミド）からなる被覆平角線をエッジ
ワイズ巻きすることで、各巻回部２Ａ，２Ｂが形成されている。
【００２９】
　コイル２の両端部２ａ，２ｂは、巻回部２Ａ，２Ｂの他端側から引き延ばされて、端子
部材８ａ，８ｂ（図２を参照）が取り付けられる。この端子部材８ａ，８ｂを介して、コ
イル２に電力供給を行う電源などの外部装置（図示せず）が接続される。端部２ａ，２ｂ
の引き出し方向は特に限定されないが、この例では、巻回部２Ａ，２Ｂの軸方向としてい
る。
【００３０】
　（内側コア部）
　内側コア部３１，３１は、コイル２の巻回部２Ａ，２Ｂ（図３を参照）の内部に配置さ
れる部材である。各内側コア部３１，３１は、図４に示すように、磁性材料を含む略直方
体状のコア片３１ｍと、コア片３１ｍよりも低透磁率のギャップ材３１ｇとが交互に配置
された積層柱状体である。その他、内側コア部３１は、一つの柱状のコア片で形成されて
いても構わない。内側コア部３１，３１は、全体が巻回部２Ａ，２Ｂの内部に収納されて
いても良いし、その軸方向の一端側および他端側の少なくとも一部が巻回部２Ａ，２Ｂか
ら突出していても良い。コア片３１ｍには、鉄などの鉄属金属やその合金などに代表され
る軟磁性粉末を加圧成形した圧粉成形体や、軟磁性粉末と樹脂とを含む混合物を成形した
複合材料、絶縁被膜を有する磁性薄板（例、電磁鋼板）を複数積層した積層体などが利用
できる。また、ギャップ材３１ｇには、アルミナなどの非磁性材を利用できる。その他、
ギャップ材３１ｇは、後述するコア被覆部５２（図５を参照）を形成する樹脂によって形
成することも可能である。
【００３１】
　（外側コア部）
　外側コア部３２，３２は、図４に示すように、内側コア部３１，３１の両端に接続され
、内側コア部３１，３１と共に環状の磁性コア３を形成する部材である。外側コア部３２
は、巻回部２Ａ，２Ｂ（図３を参照）の外側に配置され、巻回部２Ａ，２Ｂに覆われずに
巻回部２Ａ，２Ｂから突出する。外側コア部３２の形状は、一対の内側コア部３１，３１
の端面に接続される内端面３２ｅを有する形状であれば特に限定されない。この例では、
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外側コア部３２は、上面と下面とが略ドーム状の柱状体である。その他、外側コア部３２
は、略直方体状であってもよい。
【００３２】
　外側コア部３２は、内側コア部３１のコア片３１ｍと同様に、軟磁性粉末を加圧成形し
た圧粉成形体で形成したり、軟磁性粉末と樹脂とを含む混合物を成形した複合材料で形成
したり、電磁鋼板を複数積層した積層体で形成したりできる。外側コア部３２は、内側コ
ア部３１のコア片３１ｍと同じ材料で形成しても良いし、異なる材料としても良い。後者
の例として、例えば内側コア部３１のコア片３１ｍを圧粉成形体で形成し、外側コア部３
２を複合材料で形成することが挙げられる。
【００３３】
　（端部ボビン）
　端部ボビン５，５は、図２，図３に示すように、両内側コア部３１，３１の各端部に配
置され、内側コア部３１，３１と外側コア部３２，３２とを位置決めする部材である。ま
た、端部ボビン５，５は、コイル２の巻回部２Ａ，２Ｂの各端面と各外側コア部３２，３
２との間に介在されることによって、両者の絶縁を確保する機能もある。この例では、各
内側コア部３１の一端部にそれぞれ端部ボビン５が固定されている。端部ボビン５，５は
、外側コア部３２が配置される側の外側面に、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ（図１を参
照）の抜けを抑制する抜け止め部（後述する位置決め部５１１，５１２が兼ねる）が形成
されている。
【００３４】
　［コア部品］
　本実施形態では、図５に示すように、一方の内側コア部３１の端部に一方の端部ボビン
５が樹脂モールドによって一体成形されており、これによって一対のコア部品３Ａ，３Ｂ
を形成している。具体的には、樹脂モールドによって、内側コア部３１の周面を樹脂で被
覆してコア被覆部５２を形成すると共に、内側コア部３１の端部において、その樹脂の一
部でもって端部ボビン５を形成している。両コア部品３Ａ，３Ｂは、図５に示すように同
一形状の部品であり、コア部品３Ａを水平方向に１８０°回転させれば、コア部品３Ｂの
ようになる。両コア部品３Ａ，３Ｂは、必ずしも同一形状でなければならないわけではな
い。
【００３５】
　コア被覆部５２は、内側コア部３１の周面にその長手方向の全長に亘って形成されてお
り、巻回部２Ａ，２Ｂ（図３を参照）の内周面と内側コア部３１の間に介在されることに
よって、両者の絶縁を確保する機能もある。つまり、コア被覆部５２は、従来のリアクト
ルにおける内側ボビンの役割を担っている。このコア被覆部５２は、端部ボビン５から所
定の長さに亘る太径部５２１と、その太径部５２１に連続する細径部５２２とを有する。
細径部５２２の外径は太径部５２１の外径よりも小さく、細径部５２２の内径は太径部５
２１の内径と等しい。つまり、細径部５２２は、太径部５２１よりも薄肉に形成されてい
る。
【００３６】
　この例では、樹脂モールドによって内側コア部３１にコア被覆部５２を形成すると共に
、端部ボビン５を一体成形することで、内側コア部３１の端部に端部ボビン５を固定して
いる。もちろん、コア被覆部５２を有する内側コア部３１と端部ボビン５とを別々に用意
し、内側コア部３１の端部に端部ボビン５を接着や嵌合などによって固定して、コア部品
３Ａ，３Ｂを形成することも可能である。
【００３７】
　さらにこの例では、コア被覆部５２を樹脂モールドして形成する際に、金型内にコア片
３１ｍを間隔をあけて配置しておき、コア片３１ｍ間の空隙に樹脂を充填することで、ギ
ャップ材３１ｇを形成している。これにより、複数のコア片３１ｍが一体化されると共に
、コア片３１ｍ間にコア被覆部５２を形成する樹脂によって形成されたギャップ材３１ｇ
が配置された内側コア部３１が得られる。
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【００３８】
　端部ボビン５およびコア被覆部５２は、インサート成形によって形成することができる
。端部ボビン５およびコア被覆部５２の構成材料には、例えば、ポリフェニレンスルフィ
ド（ＰＰＳ）樹脂、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）樹脂、液晶ポリマー（ＬＣ
Ｐ）、ナイロン６、ナイロン６６といったポリアミド（ＰＡ）樹脂、ポリブチレンテレフ
タレート（ＰＢＴ）樹脂、アクリロニトリル・ブタジエン・スチレン（ＡＢＳ）樹脂など
の熱可塑性樹脂を利用することができる。その他、不飽和ポリエステル樹脂、エポキシ樹
脂、ウレタン樹脂、シリコーン樹脂などの熱硬化性樹脂を利用することも可能である。ま
た、これらの樹脂にセラミックスフィラーを含有させることで、熱伝導性を高め、放熱性
を向上させることもできる。セラミックスフィラーとしては、例えば、アルミナやシリカ
などの非磁性粉末を利用することができる。
【００３９】
　端部ボビン５における外側コア部３２が配置される側の外側面には、端部ボビン５に対
する外側コア部３２の取り付け位置を規定する位置決め部５１１，５１２が形成されてい
る（図２，図５を参照）。位置決め部５１１，５１２は端部ボビン５の外側面から突出す
る突起であって、端部ボビン５の上側と下側に設けられ、外側コア部３２の内端面側の端
部の外縁を囲むようにカギ括弧状に形成されている。これらカギ括弧状の位置決め部５１
１，５１２で囲まれる空間が、外側コア部３２の端部の一部が収納される収納空間５１ｓ
となり、端部ボビン５に対して外側コア部３２の位置が決まるようになっている。この例
では、位置決め部５１１，５１２で囲まれる部分が、他の部分（後述する係合孔５ｈが形
成された両サイドに張り出した部分）よりも若干凹んでいる。
【００４０】
　ここで、位置決め部５１１，５１２は、後述する外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ（図１
を参照）の抜けを抑制する抜け止め部としての機能も備える。つまり、位置決め部５１１
，５１２は、抜け止め部を兼ね備える。具体的には、図５の点線丸囲みに示すように、位
置決め部５１１の両サイド側ならびに位置決め部５１２の両サイド側および下側において
、断面が略Ｌ字型に形成されている、即ち、突出方向の端部が外方側（収納空間５１ｓと
は逆側）に略Ｌ字状に屈曲する屈曲部５ｂを有する抜け止め形状が形成されている。この
位置決め部（抜け止め部）５１１，５１２の屈曲部５ｂ（抜け止め形状）は、外側樹脂モ
ールド部６Ａ，６Ｂに埋設される。
【００４１】
　この例では、位置決め部５１１，５１２が抜け止め部としても機能するように、位置決
め部５１１，５１２の一部に抜け止め形状を形成したが、端部ボビン５の収納空間５１ｓ
を除く外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設される位置であれば、位置決め部とは別に、
抜け止め形状を有する突起（抜け止め部）を形成してもよい。抜け止め部の形成位置は、
端部ボビン５の外側面であって、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設される位置であれ
ば、特に問わない。また、抜け止め形状を略Ｌ字状の屈曲部５ｂを有する形状としたが、
外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設された状態で、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの抜
けを抑制する形状であれば、これに限定されるものではない。抜け止め部の抜け止め形状
としては、例えば、略Ｕ字状などの屈曲部を有する形状の他、先端側に向かって拡がった
形状、周面に凹凸や切欠を有する形状など種々の形状を採用できる。
【００４２】
　端部ボビン５の収納空間５１ｓの底面（外側コア部３２の内端面に対向する面）には、
底面から突出する複数の突出部５１ｐが形成されている（図２，図５を参照）。これらの
突出部５１ｐは、収納空間５１ｓに嵌め込まれた外側コア部３２を収納空間５１ｓの底面
から間隔をあけて支持するためのものである。外側コア部３２の内端面を収納空間５１ｓ
の底面から間隔をあけて支持することで、後述する外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂによっ
て外側コア部３２と端部ボビン５とを一体化する際、外側コア部３２の内端面と収納空間
５１ｓの底面との間に形成される隙間にも樹脂を行き渡らせることできる。そのため、内
側コア部３１と外側コア部３２との間に形成される隙間を樹脂で埋めることができる。こ
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のように、内側コア部３１と外側コア部３２とのギャップに樹脂が入り込んで、空隙が殆
ど形成されないことで、空隙に起因する磁気特性（インダクタンスなど）のばらつきを少
なくでき、安定した磁気特性が得られる。また、端部ボビン５と外側コア部３２との間に
形成される隙間に樹脂が充填されることによって、空隙が殆ど形成されないため、端部ボ
ビン５と外側コア部３２との接合強度を向上できる。外側コア部３２と端部ボビン５とが
外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂで強固に一体化されることで、車両から伝わる振動による
外側コア部３２と端部ボビン５とのがたつきや空隙に伴う振動を抑制する効果が期待でき
る。
【００４３】
　この例では、突出部５１ｐが複数箇所に分散して配置されていることで、各突出部５１
ｐ間の隙間に樹脂の流路が形成されることから、外側コア部３２の内端面と収納空間５１
ｓの底面との間に形成される隙間に樹脂を行き渡らせ易くなっている。突出部５１ｐの分
散配置によって樹脂の流れを調整することができ、ムラのない樹脂の充填を実現すること
ができる。このような突出部５１ｐの底面からの突出高さは、内側コア部３１と外側コア
部３２との間に所定長のギャップが形成されるように適宜選択できる。また、突出部５１
ｐの配置箇所は、内側コア部３１（端部ボビン５）と外側コア部３２との隙間に樹脂がス
ムーズに流れるように、樹脂の粘度などに応じて適宜選択できる。この例のように、収納
空間５１ｓに突出部５１ｐを分散配置して樹脂の流路を形成し、突出部５１ｐの数や配置
を調整することによって流路の形成状態を変化させることで、スムーズな樹脂の流れを作
り出すことができる。
【００４４】
　図５に示すように、端部ボビン５において、収納空間５１ｓの底面のうち、内側コア部
３１の端面に対応する部分には窓５１ｗが形成されており、この窓５１ｗから内側コア部
３１の端面が露出している。そのため、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂによって外側コア
部３２と端部ボビン５とを一体化したときに、窓５１ｗに樹脂が流れ込んで、内側コア部
３１と外側コア部３２との間に樹脂ギャップが形成される。
【００４５】
　また、一方のコア部品３Ａ（３Ｂ）の端部ボビン５において、収納空間５１ｓの底面の
うち、他方のコア部品３Ｂ（３Ａ）の内側コア部３１の端面に対応する部分には、挿入孔
５１ｈが形成されている。コア部品３Ａ（３Ｂ）における端部ボビン５の挿入孔５１ｈに
は、コア部品３Ｂ（３Ａ）におけるコア被覆部５２の細径部５２２の先端部が挿入される
（図２を参照）。
【００４６】
　さらに、端部ボビン５における内側コア部３１が配置される側の内側面（即ち、外側コ
ア部３２が配置される側とは反対側の面）には、筒部５１ｃと仕切り部５１ｄとが形成さ
れている（図５を参照）。筒部５１ｃは、内側面から突出し、筒部５１ｃの空洞は上述し
た挿入孔５１ｈに繋がっている。
【００４７】
　仕切り部５１ｄは、上記筒部５１ｃとコア被覆部５２を有する内側コア部３１との間の
位置で、端部ボビン５の内側面から突出するように設けられている。この仕切り部５１ｄ
は、コア部品３Ａ，３Ｂをコイル２（図３を参照）に組み付けたときに、巻回部２Ａ，２
Ｂの間に介在され、両巻回部２Ａ，２Ｂの離隔状態を保持する。この離隔によって、両巻
回部２Ａ，２Ｂ間の絶縁を確実に確保できる。
【００４８】
　一方のコア部品３Ａ（３Ｂ）において、内側コア部３１におけるコア被覆部５２の細径
部５２２の外形形状は、上述した筒部５１ｃの内形形状に略一致しており、細径部５２２
を他方のコア部品３Ｂ（３Ａ）における端部ボビン５の筒部５１ｃに挿入できるようにな
っている。そのため、コア部品３Ａ，３Ｂを互いに近づけ、両コア部品３Ａ，３Ｂにおけ
る細径部５２２と筒部５１ｃとを互いに嵌め合わせると、両コア部品３Ａ，３Ｂが環状に
繋がった状態となる（図２を参照）。このとき、内側コア部３１におけるコア被覆部５２
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の太径部５２１と細径部５２２との間に形成される段差が筒部５１ｃの端面に当て止めさ
れ、両コア部品３Ａ，３Ｂの相対的な位置が所定位置に決まる。
【００４９】
　その他、端部ボビン５，５には、後述する外側ボビン４，４の係合突起４ｐが嵌め込ま
れる係合孔５ｈが形成されている（図２，図３を参照）。この係合孔５ｈの形成箇所は、
外側コア部３２が配置される箇所よりも外側である。
【００５０】
　この例では、係合孔５ｈが、位置決め部５１１，５１２で囲まれる中央部分から両サイ
ドに張り出した部分にそれぞれ設けられている。また、係合孔５ｈは、外側ボビン４の係
合突起４ｐを圧入することができる内形・内寸で形成されている。具体的には、係合突起
４ｐの根元部分の外形に相似し、当該外形よりも若干小さな内形・内寸の係合孔５ｈであ
る。
【００５１】
　（外側樹脂モールド部）
　外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ（図１を参照）は、外側コア部３２と端部ボビン５（図
２を参照）とを一体化する部材である。具体的には、端部ボビン５，５に外側コア部３２
，３２を配置した状態で、各外側コア部３２，３２の周面を樹脂で被覆することによって
、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂを形成している。また、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ
を形成する際、端部ボビン５の位置決め部（抜け止め部）５１１，５１２に有する屈曲部
５ｂ（抜け止め形状）が外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設されるようにしている。こ
れにより、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂによって外側コア部３２，３２と端部ボビン５
，５とを一体化でき、抜け止め形状によって外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂが端部ボビン
５，５から抜けることを抑制できる。したがって、端部ボビン５，５と外側樹脂モールド
部６Ａ，６Ｂとの接合強度を高められることから、外側コア部３２，３２と端部ボビン５
，５とを強固に一体化でき、外側コア部３２，３２と内側コア部３１，３１との接続をよ
り強固にできる。外側コア部３２と内側コア部３１とが強固に接続されることで、車両か
ら伝わる振動による外側コア部３２と内側コア部３１とのがたつきを抑制できる。この例
では、端部ボビン５から突出する外側ボビン４の係合突起４ｐの先端も外側樹脂モールド
部６Ａ，６Ｂに埋設されるように外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂを形成している。両外側
コア部３２，３２に形成された外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂは、個々に形成されており
、互いに一体に形成されていない。
【００５２】
　より具体的には、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂは、各外側コア部３２，３２の周面全
体と、各端部ボビン５，５の外側面（外側コア部３２が配置される側の面）とを覆うよう
に形成されている。したがって、図１に示すように、コイル２（巻回部２Ａ，２Ｂ）は外
側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに覆われていない。また、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの
樹脂の一部は、外側コア部３２，３２の内端面と端部ボビン５の外側面（収納空間５１ｓ
の底面）との間に形成される隙間に入り込んで、外側コア部３２と端部ボビン５との接合
強度の向上に寄与する。なお、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂは、必ずしも外側コア部３
２，３２の周面全体を覆っている必要はなく、外側コア部３２，３２と端部ボビン５，５
との接合強度が十分に得られる範囲において、外側コア部３２，３２の一部が外側樹脂モ
ールド部６Ａ，６Ｂから露出していても構わない。
【００５３】
　さらに、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂには、図１に示すように、端子部材８ａ，８ｂ
および金属製のカラー６ｈが一体化されている。このカラー６ｈは、リアクトル１αを設
置対象に固定するための取付孔を形成する。
【００５４】
　外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂは、インサート成形によって形成することができる。外
側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの構成材料としては、例えば、ＰＰＳ樹脂、ＰＴＦＥ樹脂、
ＬＣＰ、ＰＡ樹脂（ナイロン６、ナイロン６６など）、ＰＢＴ樹脂、ＡＢＳ樹脂などの熱
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可塑性樹脂を利用することができる。その他、不飽和ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、
ウレタン樹脂、シリコーン樹脂などの熱硬化性樹脂を利用することも可能である。不飽和
ポリエステル樹脂は、割れ難く、安価であるなどの利点がある。また、これらの樹脂にア
ルミナやシリカなどのセラミックスフィラーを含有させることで、放熱性を向上させるこ
ともできる。
【００５５】
　（外側ボビン）
　外側ボビン４，４は、図２，図３，図６に示すように、巻回部２Ａ，２Ｂの外周面に装
着される部材である。外側ボビン４，４の主たる役割は、端部ボビン５，５に係合するこ
とによって、巻回部２Ａ，２Ｂに対する内側コア部３１，３１の位置を決めることである
。
【００５６】
　外側ボビン４は、図６に示すように、２つの貫通孔を有する板材を、両貫通孔の間の位
置でＬ字に折り曲げたような形状、言い換えれば２つの額縁状の部材をＬ字状に繋ぎ合わ
せたような形状の部材である。外側ボビン４のＬ字の開放部分は、巻回部２Ａ，２Ｂ（図
２，図３を参照）に嵌め込むための嵌め込み用スリットとして機能する。外側ボビン４に
嵌め込み用スリットが形成されていることで、巻回部２Ａ，２Ｂの外周側から外側ボビン
４を嵌め込むことによって装着できるので、巻回部２Ａ，２Ｂへの外側ボビン４の装着が
容易である。
【００５７】
　外側ボビン４におけるＬ字の屈曲部分（符号４０を参照）の内周面は、四角筒状の巻回
部２Ａ，２Ｂ（図３を参照）の角部に対応する形状となっている。また、概略Ｌ字型の外
側ボビン４のうち、Ｌ字の端部に相当する部分（符号４１，４２を参照）は、巻回部２Ａ
，２Ｂの角部に対応する形状に湾曲している。Ｌ字の屈曲部分に位置する屈曲部（保持部
）４０、およびＬ字の端部に位置する湾曲部（保持部）４１，４２はそれぞれ、各巻回部
２Ａ，２Ｂにおける周方向の４つの角部のうち、巻回部２Ａ，２Ｂの下面と外側面とを繋
ぐ角部、下面と内側面とを繋ぐ角部、および外側面と上面とを繋ぐ角部を保持する。これ
ら保持部４０，４１，４２によって、巻回部２Ａ，２Ｂに対する外側ボビン４の固定状態
が安定し、巻回部２Ａ，２Ｂから外側ボビン４が外れ難くなる。なお、巻回部２Ａ，２Ｂ
が円筒状である場合は、外側ボビン４は、その端面形状が巻回部２Ａ，２Ｂの周長の半分
超、３／４以下の長さを有する円弧形状とすると、巻回部２Ａ，２Ｂの外周から嵌め込み
可能で、かつ巻回部２Ａ，２Ｂに確りと装着できる外側ボビン４を得ることができる。
【００５８】
　湾曲部４０，４１，４２の内周面には、複数の櫛歯４ｃが形成されている。隣り合う櫛
歯４ｃの間隔は、巻回部２Ａ，２Ｂの各ターン（巻線）の厚みに略等しい。そのため、外
側ボビン４を巻回部２Ａ，２Ｂの外周面に装着したとき、各櫛歯４ｃが巻回部２Ａ，２Ｂ
のターン間に挿入され、隣り合う櫛歯４ｃ間に各ターンが嵌まり込む。この櫛歯４ｃによ
って、各ターン間を確実に離隔してターン間の絶縁を確保すると共に、ターン同士が擦れ
合って巻線表面の絶縁被覆が損傷したりすることを抑制できる。また、外側ボビン４，４
の櫛歯４ｃが巻回部２Ａ，２Ｂの各ターン間に嵌まり込むことで、巻回部２Ａ，２Ｂに外
側ボビン４，４が強固に固定されるため、車両から伝わる振動による外側ボビン４，４の
脱落も抑制できる。
【００５９】
　外側ボビン４の保持部４２における外側ボビン４の軸方向（巻回部２Ａ，２Ｂの軸方向
と同じ）の一端側と他端側にはそれぞれ、各巻回部２Ａ，２Ｂの第一ターンと最終ターン
とが嵌め込まれるターン収納部４２１，４２２が形成されている。両ターン収納部４２１
，４２２の間の長さＬ１は、両収納部４２１，４２２の間に配置されるターンの合計厚さ
と外側ボビン４の複数の櫛歯４ｃの合計厚さとを足した長さＬ２に略等しくなっている（
例えば、Ｌ１＝Ｌ２±１ｍｍ以下）。このようなサイズに外側ボビン４を形成することで
、巻回部２Ａ，２Ｂから外側ボビン４を外れ難くすることができる。
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【００６０】
　さらに、外側ボビン４には、端部ボビン５（図３を参照）に機械的に係合するための係
合突起４ｐが形成されている。係合突起４ｐは、外側ボビン４の軸方向に突出する突起で
あって、外側ボビン４の軸方向の一端側と他端側にそれぞれ一つずつ設けられている。各
係合突起４ｐは、略四角柱状の突起であって、その先端側に向かって斜めに先細りした形
状になっている。係合突起４ｐを先細りした形状とすることで、端部ボビン５の係合孔５
ｈに係合突起４ｐを嵌め込み易い。
【００６１】
　外側ボビン４は、非導電性材料で形成することが好ましい。そうすることで、リアクト
ル１αを設置対象に接触させたときに、設置対象とコイル２との間の絶縁を確保し易い。
非導電性材料としては、例えば、ＰＰＳ樹脂、ＰＴＦＥ樹脂、ＬＣＰ、ＰＡ樹脂（ナイロ
ン６、ナイロン６６など）、ＰＢＴ樹脂、ＡＢＳ樹脂などの熱可塑性樹脂や、不飽和ポリ
エステル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、シリコーン樹脂の熱硬化性樹脂などを挙げ
ることができる。樹脂は、一般に絶縁性が高く、可撓性にも優れるため、外側ボビン４を
樹脂で形成すると、巻回部２Ａ，２Ｂに外側ボビン４を嵌め込み易くできることから、好
ましい。上記樹脂にアルミナやシリカなどのセラミックスフィラーを含有させることで、
放熱性を向上させることもできる。
【００６２】
　［組物］
　図２に示す組物１は、コイル２とコア部品３Ａ，３Ｂ（内側コア部３１，３１および端
部ボビン５，５の一体物）と外側ボビン４，４とを組み合わせることによって一体化させ
た組物である。コア部品３Ａ，３Ｂは、主に図５を参照して説明したように、一方の内側
コア部３１の端部に一方の端部ボビン５が樹脂モールドによって一体成形された部品であ
る。したがって、組物１は、コイル２（巻回部２Ａ，２Ｂ）と、内側コア部３１，３１と
、端部ボビン５，５と、外側ボビン４，４とを一体化させた組物といえる（図３を参照）
。具体的には、巻回部２Ａ，２Ｂの外周面に外側ボビン４，４を嵌め込んで装着し、巻回
部２Ａ，２Ｂの内側に内側コア部３１，３１が挿通されると共に端部ボビン５，５の係合
孔５ｈに外側ボビン４、４の係合突起４ｐが挿入されるようにコア部品３Ａ，３Ｂを配置
することによって、組物１を作製している。これにより、コイル２に装着された外側ボビ
ン４，４と、内側コア部３１，３１の端部に固定された端部ボビン５，５との機械的な係
合のみによって、組物１を容易に作製できる。
【００６３】
　（その他の構成）
　図１に示すリアクトル１αにおいて、巻回部２Ａ，２Ｂの間に形成される隙間にセンサ
ユニットを配置することが挙げられる。センサユニットは、センサと、センサを保持する
センサホルダと、センサの検知結果を伝送するケーブルとを備え、リアクトルの動作時の
物理量を測定する部材である。センサは、例えばサーミスタといった感熱素子や、加速度
センサなどである。また、センサホルダは、センサを保持すると共に、巻回部２Ａ，２Ｂ
の間の位置にセンサを固定するための部材である。巻回部２Ａ，２Ｂのターン間に介在さ
れる櫛歯をセンサホルダに設けておくと、コイル２に対するセンサホルダの固定状態を安
定させることができる。
【００６４】
　≪リアクトルの製造方法≫
　図１に示すリアクトル１αの組立方法を図１～図３を参照しながら説明する。
【００６５】
　［組物の作製］
　まず、図２に示す組物１を作製する。そのためには、図３に示すように、コイル２、外
側ボビン４，４，およびコア部品３Ａ，３Ｂを用意する。そして、コイル２の巻回部２Ａ
，２Ｂの外周面に外側ボビン４，４を嵌め込んで装着する。その際、外側ボビン４，４の
櫛歯４ｃを巻回部２Ａ，２Ｂのターン間に介在させる。このとき、各巻回部２Ａ，２Ｂの
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第一ターンと最終ターンはそれぞれ、外側ボビン４，４のターン収納部４２１，４２２（
図６を参照）に嵌まり込み、巻回部２Ａ，２Ｂの外周面に外側ボビン４，４が確りと固定
される。
【００６６】
　次いで、コア部品３Ａ，３Ｂにおける内側コア部３１，３１を、巻回部２Ａ，２Ｂの内
部に挿入する。そして、外側ボビン４，４の係合突起４ｐをコア部品３Ａ，３Ｂにおける
端部ボビン５，５の係合孔５ｈに嵌め込んで、外側ボビン４，と端部ボビン５，５とを機
械的に係合させる。このとき、コア部品３Ａ側の細径部５２２はコア部品３Ｂ側の挿入孔
５１ｈに挿入されると共に、コア部品３Ｂ側の細径部５２２はコア部品３Ａ側の挿入孔５
１ｈに挿入され、図２に示すように両コア部品３Ａ，３Ｂが環状に繋がる。挿入孔５１ｈ
に挿入された細径部５２２は、収納空間５１ｓの底面から突出する（図２を参照）。細径
部５２２の突出長さは、突出部５１ｐの突出長さ以下である。
【００６７】
　上記組物１において、巻回部２Ａ，２Ｂに対する外側ボビン４，４の位置が決まってお
り、端部ボビン５，５に対する外側ボビン４，４の位置が決まっている。端部ボビン５は
それぞれ、各内側コア部３１の端部に一体化されているので、端部ボビン５と外側ボビン
４とを介して巻回部２Ａ，２Ｂに対する内側コア部３１，３１の位置が精度良く決まる。
【００６８】
　［組物への外側コア部の一体化］
　次いで、図２に示すように、組物１（コア部品３Ａ，３Ｂ）における端部ボビン５，５
の収納空間５１ｓに外側コア部３２，３２を嵌め込み、さらにコイル２の端部２ａ，２ｂ
に端子部材８ａ，８ｂを半田などによって接続する。外側コア部３２を嵌め込む際、外側
コア部３２の内端面（端部ボビン５の外側面に対向する面）に接着剤を塗布しておいても
良い。
【００６９】
　組物１と外側コア部３２，３２と端子部材８ａ，８ｂとの一体物を金型内に配置すると
共に、金属製のカラー６ｈ（図１参照）を金型内に配置する。そして、金型内に樹脂を充
填し、樹脂を固化（硬化）させることで、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂを形成すること
によって、外側コア部３２，３２と端部ボビン５，５とを一体化する。このとき、端部ボ
ビン５の位置決め部（抜け止め部）５１１，５１２に有する屈曲部５ｂ（図５を参照）が
樹脂に埋設されるように、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂを形成することで、図１に示す
リアクトル１αが完成する。金型内に充填された樹脂は、外側コア部３２，３２と端部ボ
ビン５，５との隙間にも余すことなく行き渡る。端部ボビン５の収納空間５１ｓの底面に
突出部５１ｐが形成されているため、当該底面から外側コア部３２，３２が離隔した状態
になっているからである。
【００７０】
　ここで、図５の点線丸囲みに示すように、位置決め部５１１，５１２には、突出方向に
略Ｌ字状に屈曲する屈曲部５ｂが形成されており、これが抜け止め部として機能する。こ
の略Ｌ字状の屈曲部５ｂが外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設されることによって、屈
曲部５ｂが返しとなり、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの抜けが抑制され、端部ボビン５
，５と外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂとの接合強度を向上させる。
【００７１】
　≪効果≫
　以上説明したように、実施形態１のリアクトル１αは、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ
によって外側コア部３２，３２と端部ボビン５，５とが一体化されると共に、端部ボビン
５，５において抜け止め形状を有する抜け止め部（位置決め部５１１，５１２）が形成さ
れている。したがって、端部ボビン５，５から外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂが抜けるこ
とを抑制でき、端部ボビン５，５と外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂとの接合強度を高めら
れる。よって、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂによって外側コア部３２，３２と端部ボビ
ン５，５とを強固に一体化できるため、外側コア部３２，３２と内側コア部３１，３１と
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の接続をより強固にできる。例えば、上記実施形態では、抜け止め形状が屈曲部５ｂを有
する形状であるため、これが返しとなり、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの抜けを効果的
に抑制できる。
【００７２】
　実施形態１のリアクトル１αは、生産性に優れる。一方の内側コア部３１の端部に一方
の端部ボビン５が一体成形されたコア部品３Ａ，３Ｂを用いているため、内側コア部３１
および端部ボビン５を一体物として取り扱うことができ、内側コア部３１と端部ボビン５
とを別途接合する必要がないからである。また、コア部品３Ａ，３Ｂは、同一形状の部品
であるため、１つの成形型で作製することができ、コストを削減できるからである。加え
て、外側ボビン４，４を巻回部２Ａ，２Ｂに装着すると共に、外側ボビン４，４と端部ボ
ビン５，５とを係合させるだけで、コイル２とコア部品３Ａ，３Ｂ（内側コア部３１，３
１および端部ボビン５，５の一体物）とを外側ボビン４，４で一体化させた組物１を容易
に作製することができるからである。場合によっては、接着剤を用いることなく組物１を
作製することも可能である。
【００７３】
　実施形態１のリアクトル１αでは、外側ボビン４，４によって巻回部２Ａ，２Ｂに対す
る内側コア部３１，３１の位置が精度良く決まっており、しかも巻回部２Ａ，２Ｂと内側
コア部３１，３１との相対的な位置関係が外側ボビン４，４によって維持される。そのた
め、内側コア部３１，３１と巻回部２Ａ，２Ｂとの絶縁を保った上で、適切な配置に位置
決めする工程を、接着剤を必須とすることなく実現でき、組物１を容易に作製できる。ま
た、車両から伝わる振動により内側コア部３１，３１が巻回部２Ａ，２Ｂの内周面に擦れ
て、巻回部２Ａ，２Ｂが損傷することを抑制できる。
【００７４】
　実施形態１のリアクトル１αは、ケースに収納してポッティング樹脂で埋設したり、全
体を樹脂でモールドしたりすることなく、図１に示す組立状態のままで設置対象に設置し
て、使用することができる。リアクトル１αを構成する各部材が確りと組み合わされて分
解し難い構造になっているからである。さらに、このリアクトル１αでは、コイル２など
がむき出しの状態となっているため、例えば液体冷媒などにリアクトル１αを浸漬した状
態で使用したときに、リアクトル１αを効率的に冷却することができる。その結果、熱に
よってリアクトル１αの動作が不安定になることを抑制できる。なお、リアクトル１αの
設置の向きは特に限定されず、リアクトル１αの下面（紙面下側の面）を設置対象に設置
しても良いし、それ以外の面を設置対象に設置しても良い。
【００７５】
　＜変形実施形態１－１＞
　外側ボビン４，４と端部ボビン５，５との機械的な係合は、係合孔５ｈへの係合突起４
ｐの圧入に限定されるわけではない。例えば、係合突起４ｐの先端側にフック状の保持部
を設け、当該保持部を係合孔５ｈに嵌め込んで引っかけるスナップフィット構造などを採
用できる。
【００７６】
　＜変形実施形態１－２＞
　実施形態１では、外側ボビン４，４の内周面に予め櫛歯４ｃを形成した例を説明した。
これに対して、櫛歯を有さない外側ボビン４，４を巻回部２Ａ，２Ｂの外周面に嵌め込ん
でも構わない。さらに、外側ボビン４，４を加熱することで外側ボビン４，４の一部を溶
融させ、その溶融物が巻回部２Ａ，２Ｂのターン間に入り込むようにしても良い。その場
合、外側ボビン４，４のうちの少なくとも巻回部２Ａ，２Ｂに対向する箇所を熱可塑性樹
脂で形成しておく。この構成はつまり、巻回部２Ａ，２Ｂに外側ボビン４，４を装着した
後に、櫛歯４ｃを形成する構成である。
【００７７】
　＜変形実施形態１－３＞
　本実施形態では、図７を参照して、実施形態１で説明した外側ボビン４の係合突起４ｐ
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において、先端側に外側樹脂モールド部の抜けを抑制する抜け止め形状を有する形態の一
例を説明する。なお、図７に示す外側ボビン４’は、係合突起４ｐの形状が異なる点を除
いて、図２や図３などを用いて実施形態１で説明した外側ボビン４と同様であるので、以
下では相違点を中心に説明する。また、図７に示す外側ボビン４’以外の構成（端部ボビ
ン５など）については、実施形態１と略同様であるので、同一部材には同一符号を付し、
説明を省略する。
【００７８】
　外側ボビン４’における係合突起４ｐは、端部ボビン５の係合孔５ｈ（図３も参照）に
挿入された状態で、その先端側が端部ボビン５の外側ボビン４’側とは反対側の面から突
出する長さを有しており、係合突起４ｐの先端側が端部ボビン５の反対側から突出する。
また、この係合突起４ｐの先端側は、外側コア部３２，３２と端部ボビン５，５とを一体
化する外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ（図１を参照）を形成した際、外側樹脂モールド部
６Ａ，６Ｂに埋設される。そして、この係合突起４ｐの先端側には、図７の点線丸囲みに
示すように、周面の少なくとも一部を切り欠いた切欠部４ｇを有する抜け止め形状が形成
されている。
【００７９】
　上記外側ボビン４’は、係合突起４ｐの先端側が係合孔５ｈを通って端部ボビン５の反
対側から突出して、その先端側が外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂ（図１を参照）に埋設さ
れると共に、その先端側に切欠部４ｇ（抜け止め形状）を有する。この切欠部４ｇが外側
樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設されることによって、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂが
抜け難くなり、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの抜けが抑制される。したがって、外側ボ
ビン４’が外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに強固に接合され、外側樹脂モールド部６Ａ，
６Ｂを介して端部ボビン５から外側ボビン４’が抜けることを抑制できる。また、切欠部
４ｇによって、端部ボビン５から外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂが抜けることも抑制でき
る。よって、外側コア部３２，３２と端部ボビン５，５とが強固に一体化され、外側コア
部３２，３２と内側コア部３１，３１とがより強固に接続される。
【００８０】
　この例では、係合突起４ｐの先端側の抜け止め形状を切欠部４ｇを有する形状としたが
、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂに埋設された状態で、外側樹脂モールド部６Ａ，６Ｂの
抜けを抑制する形状であれば、これに限定されるものではない。例えば、複数の切欠部を
有する形状としても良いし、上述した端部ボビン５の抜け止め部の形状と同じように、屈
曲部を有する形状としても良い。後者の場合、係合突起４ｐの先端側を係合孔５ｈに挿入
できるように、係合孔５ｈの内形や内寸を係合突起４ｐの根元部分の外形よりも大きくす
ることが考えられる。この場合、組物１の作製時において、係合孔５１ｈに対する係合突
起４ｐの位置が安定しない場合がある。そこで、例えば、外側ボビン４’にもう１つ別の
係合突起を設けると共に、端部ボビン５にこの係合突起に対応するもう１つ別の係合孔を
設け、これら別の係合突起と別の係合孔との係合方式を圧入方式とすることが挙げられる
。
【００８１】
　＜実施形態２＞
　≪コンバータ・電力変換装置≫
　上述した実施形態に係るリアクトルは、通電条件が、例えば、最大電流（直流）：１０
０Ａ～１０００Ａ程度、平均電圧：１００Ｖ～１０００Ｖ程度、使用周波数：５ｋＨｚ～
１００ｋＨｚ程度である用途、代表的には電気自動車やハイブリッド自動車などの車載用
電力変換装置の構成部品に好適に利用することができる。この用途では、直流通電が０Ａ
のときのインダクタンスが、１０μＨ以上２ｍＨ以下、最大電流通電時のインダクタンス
が、０Ａのときのインダクタンスの１０％以上を満たすものが好適に利用できると期待さ
れる。以下、上記実施形態のリアクトルを車載用電力変換装置に適用する例を、図８，９
に基づいて簡単に説明する。
【００８２】
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　例えば、ハイブリッド自動車や電気自動車といった車両１２００は、図８に示すように
メインバッテリ１２１０と、メインバッテリ１２１０に接続される電力変換装置１１００
と、メインバッテリ１２１０からの供給電力により駆動して走行に利用されるモータ（負
荷）１２２０とを備える。モータ１２２０は、代表的には、３相交流モータであり、走行
時、車輪１２５０を駆動し、回生時、発電機として機能する。ハイブリッド自動車の場合
、車両１２００は、モータ１２２０に加えてエンジンを備える。なお、図８では、車両１
２００の充電箇所としてインレットを示すが、プラグを備える形態としても良い。
【００８３】
　電力変換装置１１００は、メインバッテリ１２１０に接続されるコンバータ１１１０と
、コンバータ１１１０に接続されて、直流と交流との相互変換を行うインバータ１１２０
とを有する。この例に示すコンバータ１１１０は、車両１２００の走行時、２００Ｖ～３
００Ｖ程度のメインバッテリ１２１０の直流電圧（入力電圧）を４００Ｖ～７００Ｖ程度
にまで昇圧して、インバータ１１２０に給電する。また、コンバータ１１１０は、回生時
、モータ１２２０からインバータ１１２０を介して出力される直流電圧（入力電圧）をメ
インバッテリ１２１０に適合した直流電圧に降圧して、メインバッテリ１２１０に充電さ
せている。インバータ１１２０は、車両１２００の走行時、コンバータ１１１０で昇圧さ
れた直流を所定の交流に変換してモータ１２２０に給電し、回生時、モータ１２２０から
の交流出力を直流に変換してコンバータ１１１０に出力している。
【００８４】
　コンバータ１１１０は、図９に示すように複数のスイッチング素子１１１１と、スイッ
チング素子１１１１の動作を制御する駆動回路１１１２と、リアクトルＬとを備え、ＯＮ
／ＯＦＦの繰り返し（スイッチング動作）により入力電圧の変換（ここでは昇降圧）を行
う。スイッチング素子１１１１には、電界効果トランジスタ（ＦＥＴ），絶縁ゲートバイ
ポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）などのパワーデバイスが利用される。リアクトルＬは、
回路に流れようとする電流の変化を妨げようとするコイルの性質を利用し、スイッチング
動作によって電流が増減しようとしたとき、その変化を滑らかにする機能を有する。この
リアクトルＬとして、上記実施形態に係るリアクトルを用いる。構造強度が高く信頼性に
優れる上記実施形態のリアクトルを用いることで、電力変換装置１１００（コンバータ１
１１０を含む）の信頼性の向上を図ることができる。
【００８５】
　ここで、上記車両１２００は、コンバータ１１１０の他、メインバッテリ１２１０に接
続された給電装置用コンバータ１１５０や、補機類１２４０の電力源となるサブバッテリ
１２３０とメインバッテリ１２１０とに接続され、メインバッテリ１２１０の高圧を低圧
に変換する補機電源用コンバータ１１６０を備える。コンバータ１１１０は、代表的には
、ＤＣ－ＤＣ変換を行うが、給電装置用コンバータ１１５０や補機電源用コンバータ１１
６０は、ＡＣ－ＤＣ変換を行う。給電装置用コンバータ１１５０のなかには、ＤＣ－ＤＣ
変換を行うものもある。給電装置用コンバータ１１５０や補機電源用コンバータ１１６０
のリアクトルに、上記実施形態に係るリアクトルと同様の構成を備え、適宜、大きさや形
状などを変更したリアクトルを利用することができる。また、入力電力の変換を行うコン
バータであって、昇圧のみを行うコンバータや降圧のみを行うコンバータに、上記実施形
態のリアクトルを利用することもできる。
【００８６】
　なお、本発明は、上述した実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱し
ない範囲で適宜変更することが可能である。例えば、巻回部を一つしか持たないコイルを
備えるリアクトルにも適用できる。
【産業上の利用可能性】
【００８７】
　本発明の実施態様に係るリアクトルは、ハイブリッド自動車や電気自動車、燃料電池自
動車といった電動車両に搭載される双方向ＤＣ－ＤＣコンバータといった電力変換装置の
構成部品に利用することが可能である。
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【符号の説明】
【００８８】
１α　リアクトル
１　組物
２　コイル
　２Ａ，２Ｂ　巻回部　２Ｒ　連結部　２ａ，２ｂ　端部
３　磁性コア
　３１　内側コア部　３２　外側コア部
　３１ｍ　コア片　　３１ｇ　ギャップ材
　３２ｅ　内端面
３Ａ，３Ｂ　コア部品
４，４’　外側ボビン
　４ｐ　係合突起　４ｇ　切欠部（抜け止め形状）
　４０　屈曲部（保持部）　４１，４２　湾曲部（保持部）　４ｃ　櫛歯
　４２１，４２２　ターン収納部
５　端部ボビン
　５１１，５１２　抜け止め部（位置決め部）　５ｂ　屈曲部（抜け止め形状）
　５ｈ　係合孔
　５１ｃ　筒部　５１ｄ　仕切り部
　５１ｓ　収納空間　５１ｐ　突出部　５１ｈ　挿入孔　５１ｗ　窓
　５２　コア被覆部　５２１　太径部　５２２　細径部
６Ａ，６Ｂ　外側樹脂モールド部　６ｈ　カラー
８ａ，８ｂ　端子部材
１１００　電力変換装置
　１１１０　コンバータ
　１１１１　スイッチング素子　　１１１２　駆動回路
　Ｌ　リアクトル
　１１２０　インバータ
　１１５０　給電装置用コンバータ　　１１６０　補機電源用コンバータ
１２００　車両
　１２１０　メインバッテリ　　１２２０　モータ
　１２３０　サブバッテリ　　１２４０　補機類
　１２５０　車輪
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